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本章の位置づけ・記載事項 

・町政運営における最上位計画として、下位計画となる分野別の個別計画にも通じる目標として、まちが目指すべき姿を「町の将来像」として示します。 

・町の将来像のもと、各種施策の目標を統一し、連動性を高めます。 

・町民等と共有するための目標でもあり、一体感を持ったまちづくりを目指します。 

・計画期間（10年間）にわたり継続する目標であり、中長期的な展望による継続性をもつ町政運営を図ります。 

 

第四次総合計画 

 

第五次総合計画での考え方 

 

第五次総合計画 

「紺碧の海に緑の映える住みよい大磯」 

◆美しい自然と由緒ある歴史・文化に恵まれた大磯を愛

し、誇りを持つことにより、さらに住みよいまちづくりを

めざす。 

○将来も継続して大磯町を選んで住んでいただくため

に、町の特色をより高められるまちづくりが求められ

ています。 

○現計画まで一貫して同じ将来像を引き継いできてお

り、その根底にあるものは「自然」と「歴史・文化」

です。 

○町の強みとして幅広い年代の町民で共通した意見とし

て「自然の豊かさ」「伝統文化・歴史の継承」が挙げら

れています。また、町外者のイメージとして、これら

を挙げる方の割合は高まっており、その価値は現在に

おいてより際立ったものとなってきています。 

○一貫した町の将来像のもと高めてきた魅力を、次世代

にも継承させていくため、継続した町の将来像としま

す。 

「紺碧の海に緑の映える住みよい大磯」 

◆美しい自然と由緒ある歴史・文化に恵まれた大磯を愛

し、誇りを持つことにより、さらに住みよいまちづくりを

めざす。 

 

【継続】 

 

 

 

 

社会経済情勢 

 

町民の意見 

○人口減少・少子高齢化 

 → 自治体間競争の激化、地域の特色を生かしたまち

づくりの必要性の高まり 

→ 経済・産業・社会保障・コミュニティなど諸問題

への対応 

 

○第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定（令

和元年 12月） 

 

○ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組

みへの社会的要請の高まり 

○卓話集会 

・「現在の町の将来像こそが大磯らしさを表している」という意見が出されています。（P４） 

○アンケート調査 

・転入者アンケートでは、大磯町の強みとして「海・山・川などの自然環境が守られている」「史跡や文化財が大切に継承さ

れている」「気候や景観、水などの住環境が良い」の３項目が突出しており、前回調査でも同様の傾向が見られます。（P107） 

・大磯町に住み続けたい理由、大磯町に住むことを決めた理由で「自然環境が良いから」が最上位になっており、町の独自

の魅力となっています。（P９、P103） 

・大磯町のブランドイメージとして、大多数の回答が「歴史と文化」に関するものとなっています。（P105） 

・転入者アンケートでは、転入する以前の大磯町に対するイメージとして、「自然環境が豊かであるところ」「歴史的な文化

や建物が残っているところ」という２項目が突出した割合を占め、前回調査（H26）よりも割合が上昇しています。（P101） 

○ワークショップ 

・目指す町のイメージとして、「今あるものを大事にする、活かす町」「ちょっと立ち寄れる居場所、魅力のある町」「大磯ら

しい観光を発信する町」「地元で働ける町」「誰もが風通し良く暮らせる町」「子育てや高齢者に優しい手助けのある町」

「自然と共存した安心・安全な町」の７項目に集約されました。（P２） 

○中学校生徒会との意見交換会 

・町の良いところとして、両中学校で共通して挙げられた意見は「歴史や文化が保存されていること」「自然が多く残ってい

ること」です。 

参考資料３ 
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本章の位置づけ・記載事項 
・将来像の実現のための様々な政策・施策・事業の展開を図るうえでの根底となるまちづくりの基本的な考え方とします。 

・まちづくりの基本的な考え方や姿勢を定めることで、町民等を含めて統一感を持ったまちづくりをめざします。 

 

第四次総合計画 

 

第五次総合計画での考え方 

 

第五次総合計画 

■自然とくらしの共生 

私たちのまちには、高麗山や鷹取山などの丘陵、こゆるぎの浜など

の海辺、花水川や葛川などの河川といった豊かな自然があり、町の誇

りとなっています。この恵まれた自然環境を次の世代に引き継ぎ、自

然と調和したまちづくりを行っていくことは、私たちの使命であり責

任でもあります。 

私たち一人ひとりが、限りある資源を大切にし、環境にやさしい取

組みを進めていくことが、極めて重要になってきます。 

これからのまちづくりは、自然や環境との新しいかかわり方のなか

で、美しい景観や快適な環境を未来に引き継ぐとともに、大磯で育ま

れてきた生活文化に、新しい息吹を吹き込みながら、未来につながる

自然とくらしとの共生が図れるまちづくりを推進していきます。 

 

 

 

 

■手づくりと創造 

まちづくりの主役は町民であり、自治の原点でもある町民本位のま

ちづくりを実行するためには、町民一人ひとりがまちや地域への愛着

を持ち、まちづくりに積極的に参加することが重要となってきます。 

こうした、町民のまちづくりを支える、地域コミュニティ活動やボ

ランティア活動などの、自主・自立的な活動・活躍の場や仕組みをつ

くることで、新しい創造性や活力が期待されます。 

これからのまちづくりは、こうした町民の力を背景に、情報の共有

化を図るとともに、町民、行政、事業者などが協働して、手づくりと

創造の協働社会を築き、新しい仕組みや活動を創り出していくことが

できる、まちづくりを展開していきます。 

○「まちの将来像」において「自然」と「歴史・文化」への愛

着や誇りを持つことを目指していますが、どちらも先人たち

が築き、育て、守ってきたものです。この恵まれた環境を次

世代以降にも引き継いでいくことが重要となります。 

○自然や歴史・文化が評価されている一方で、生活の利便性を

求める声も大きくなってきており、保全とくらしやすさとの

均衡あるまちづくりが必要です。 

 

○人口減少社会を迎え、まちの活力を維持していくためには、

まちづくりに関わる人を増やしていく必要があります。多彩

な人々がつながり交わることでまちづくりの輪を広げ、新し

い価値や力を創り出すことを目指します。 

 

○重要となる視点のうち、時間的な要素である「引き継ぎ、継

承する」「持続する」を縦の理念に、まちづくりの輪となる「参

加する」「つながる」を横の理念として、縦横の理念を組み合

わせたまちづくりを行っていきます。 

■郷土の誇りとくらしの親和  

私たちの大磯町は、先人たちから受け継いだ高麗山や鷹取山などの

丘陵、こゆるぎの浜などの海辺、花水川や葛川などの河川といった豊

かな自然、相模国府や東海道の宿場町としての歴史、明治期に発展し

た邸園文化などに恵まれ、郷土への愛着や誇りの源となっています。

この郷土の誇りを次世代に引き継ぎ、自然や環境と親和したまちづく

りを行っていくことは、私たちの使命であり責任でもあります。一方

で自然環境の豊かさは、近年頻度と激しさとを増す自然災害とも表裏

一体のものです。 

これからのまちづくりは、自然や環境と親和するくらしを築き上げ

ていくことが重要になってきます。自然の循環や自然に負荷をかけな

い質を重視した生活を広め、美しい景観や快適な環境を未来に引き継

ぐとともに、大磯で育まれてきた生活文化に、新しい息吹を吹き込み

ながら、未来につながる郷土の誇りと安全・安心なくらしとの親和が

図れるまちづくりを推進していきます。 

 

■つながりと創生  

人口減少・少子高齢化社会の到来と情報化社会の進展に伴い、地域

のつながりが薄れつつあり、まちの活力を維持していくためには、町

民一人ひとりがまちや地域への愛着と誇りを持ち、まちづくりに積極

的に参加することが重要となってきます。 

「いつまでも住み続けたい」と思える大磯を創っていくために、町

民一人ひとりが持っている力を出し合い、まちづくりの輪を広げるこ

とで、新しい創造や活力が生まれます。 

こうした町民の力を背景に、町民、行政、事業者がみんなで情報を

共有し、力を合わせるつながりと創生の協働社会を築き、くらしの豊

かさを分かち合うことができるまちづくりを推進していきます。 

 

 

社会経済情勢・今後の見通し 

 

町民の意見 

○人口減少・少子高齢化 

→町財政の硬直化 → 事業の集約・重点化、職員の減少 

○ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組みへの

社会的要請の高まり 

○自然災害の増加 

○情報化社会の進展 → 地域のつながりの希薄化 

○卓話集会    ・地域コミュニティ活動の衰退に関する懸念が各地区で挙げられています。（P６） 

○アンケート調査 ・町外に転居したい理由として「通勤・通学の便が良くないから」「日常生活がしづらいところだから」が上位となってお

り、生活の利便性向上が求められています。（P136） 

○ワークショップ ・「まちづくりプロジェクト」として町民の参画を促していく仕組みづくりが提唱されています。（P３） 

・「今あるものを大事に」「暮らしと観光の両立」「自然と共存」など様々な調和を意識したキーワードや、「風通しの良い」

「手助けのある」などつながりを意識したキーワードが出されています。（P２） 
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本章の位置づけ・記載事項 

・第一次計画から継続して、人口や世帯数に関する目標を設定してきました。 

・人口動態は、公共施設、インフラ、住居等の需要などに影響をもたらすほか、それを供給・維持するための土地利用にも変化を及ぼすなど、様々な政策に影響

する最重要ともいえる要素です。 

・税収の約半分を住民税が占めている本町において、人口動態は本町の財政状況に直結する重要な事項です。 

・各種政策を検討するにあたり、対象者の想定、期待できる収入や必要経費の算出など、政策決定において欠かすことのできない要素であり、あらゆる政策に共

通して適用していくことが必要となります。 

・町の最上位計画として、目標年次における適切な将来人口を設定し、それに見合った町政運営を進めていく必要があります。 

 

 

第四次総合計画 

 

第五次総合計画での考え方 

 

第五次総合計画 

将来人口は、推計値では目標年次の 2020年度（平成 32

年度）は約 30,000 人と見込まれますが、今後、現状の人

口維持を基本に、各種施策を積極的に推進することによ

り、2020年度（平成 32年度）の目標人口を 33,000人と想

定します。 

○人口減少・少子高齢化に伴う諸問題への影響をできる限

り抑えていくため、人口減少抑止・年齢別人口構成の改

善に向けた取組みを継続していきます。 

○現人口ビジョンと現在の人口に差異が生じていること

から、人口ビジョンの見直しを行い、人口ビジョンに合

わせた人口目標を設定することとします。 

○令和２年１月１日の人口を基準に、合計特殊出生率や社

会増減などの人口推移に関する指標について適切な目

標を設定し、人口ビジョンを見直すこととします。 

 （参考資料６、参考資料７参照） 

少子高齢化による人口減少が進む中で、大磯町人口ビジ

ョンでは、目標年度とする 2030年（令和 12年）の将来人

口は約２万 8,000人になるものと見込まれています。 

今後、人口減少の進行を抑制することを基本に、各施策

を積極的に推進することにより、人口ビジョンで設定した

目標を達成するため、総合計画の目標年次である 2030 年

度（令和 12年度）の目標人口を３万人とします。 

 

 

 

 

社会経済情勢 

 

町民の意見 

○国人口ビジョン改定（令和元年 12月） 

○県人口ビジョン改定予定（令和２年１月意見募集） 

○人口ビジョンでの推計値（令和２年度：約 32,900人）

と現在人口（令和２年３月：31,223人）に差異が生じ

ています。 

○大磯の統計では、平成 22年度（33,032人）をピーク

に緩やかな人口減少が始まっています。 

 

 

○卓話集会 

・人口減少への懸念や人口増加のための施策実施の必要性が各地区で挙げられています。（P４） 

○アンケート調査 

・どのような人口の動きが望ましいかについては、「減少幅を抑制すべき（41.2％）」、「現在の人口を維持すべき（23.3％）」、

「現在の人口よりも増加をめざすべき（19.5％）」の順となっており、推計値を上回る人口を望む方の割合は８割を超えて

います。（P44） 
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本章の位置づけ・記載事項 

・「産業」は、将来のまちづくりを進めていくうえで、「人口」と「土地利用」と並び、重要項目の一つです。 

・将来人口から将来の世帯数を導き出し「住宅」としての土地利用面積を想定するのと同様に、将来人口から産業別就業人口を導き出し、産業別にどのような土

地利用を図るべきかということを想定し、町全体の土地利用構想を掲げる必要があります。 

・本章では、これまでの総合計画と同様に、社会経済情勢の変化が著しい中で、時代の変化に柔軟かつ的確に対応した産業振興を図ることを、農林業、漁業、商

工業の産業別にそれぞれが抱える課題等を整理し、施策の大綱における具体的な施策へとつなげます。 

 

 

第四次総合計画 

 

第五次総合計画での考え方 

 

第五次総合計画 

 産業構造が大きく転換しているなかで、地域経済の活性化して

いくために、時代の変化に柔軟かつ的確に対応した産業振興を図

り、産業と観光施策などと連携し、本町の持つ優れた自然環境と調

和した新たな産業発展の仕組みづくりを展開していきます。 

 農林漁業については、多様な担い手の育成・確保していくととも

に、地場産物の消費を拡大するために生産物の付加価値を向上さ

せ、安定した産業基盤をつくる必要があります。 

 商工業については、消費者の様々な要望などにこたえることが

できるサービス機能を強化していくことにより、独自性や個性が

生まれることが期待され、高度情報化社会に対応した新たな産業

環境の創出に努めていくことが必要となってきます。 

 また、町民などの自発的な活動を支援していくことにより、新た

な視点での産業の活性化に取り組んでいくことが望まれます。 

○地域の自然特性に根ざす農林水産業は、地域外からの需

要を獲得し、地域経済循環を強化するために必要となる

重要な産業です。 

○商工業は、町が主軸とする観光施策との連携により、新

たな資源を生み出す可能性を秘めています。それらは町

外に大磯町を発信するツールともなり商工業の活性化

にもつながります。 

○産業構造の大きな変容は想定せず、これまでの取組みを

継続するとともに、それらに加え４者連携による商工業

者支援、大磯港賑わい交流施設や明治記念大磯邸園など

との連携等を踏まえた内容とします。 

社会経済情勢に柔軟に対応した産業の活性化を図り、町内外

における様々なつながりを生かし、地域の産業全体が持続可能

で活力あるものとなるよう取組みを進めます。 

農林漁業については、多様な担い手の確保や育成による生産

力の維持・向上を図るとともに、農地や山林の保全・活用、地

場産物の消費拡大、生産物の付加価値向上への取組みを進める

ことで活性化を図っていきます。 

商工業については、事業継承や担い手の発掘・確保、経営環

境の改善や経営基盤の強化に向けた取組みを図るとともに、本

町の自然や歴史・文化などの地域資源を活用した取組みを進め

ることで活性化を図っていきます。 

これらの地域産業と町内への交流や周遊をもたらす観光の取

組みとの連携を図り、地域経済循環を向上させるよう取り組ん

でいきます。 

 

 

 

社会経済情勢 

 

町民の意見 

○すべての産業分野において担い手不足と高齢化が急

速に進展しています。 

○農業においては、局地的な豪雨災害や豪雪災害などが

頻発しており、今後も地球規模の気候変動の影響によ

る災害リスクが想定されます。 

○商工業においては、郊外大型店舗の続出により、商店

街等の地域小売店舗の衰退が著しい状況にあります。 

○以上の要因が重なり、「荒廃農地・耕作放棄地」や「空

き店舗」が全国的な問題となっています。 

○地産地消による安全で新鮮な農水産物の推進による

地域経済の循環性の向上、また、地域内での６次産業

化が推進されています。 

○卓話集会 

・農業に関しては、「営農意欲向上への取組み」、「農業経営の見直し」、「耕作放棄地対策の推進」、「鳥獣被害対策の推進」など、商工業に関し

ては、「後継者の確保と支援」、「企業誘致と就労先の確保」、「日常の買い物の場の確保」などの意見が出されています。（P８） 

○アンケート調査 

・「農地の土地利用で重視すべき点」として、「市民農園など体験農業的使用を促進する」、「町民や行政の支援によってなるべく保全する」が

上位となっています。（P55） 

・「商業を活性化するために重視すべき点」として、「既存商店街の空き店舗を活用して賑わいを持たせる」、「既存商店街を個性的な店舗・街

並みのある商店街にする」が上位となっています。（P54） 

・「大磯町の弱み」として、「買い物や外食が不便である」が最上位となっています。（P109） 

○ワークショップ 

・産業については、「人材ネットワークをつくる」、「事業継承する新たな人材を呼び込む」、「銀行と協力して事業継承を活性化する」、「町内・

地区内で注文する（地産地消と宣伝）」、「観光業者等との連携を深める」など、事業継承、担い手の確保などの意見が多く出されています。 
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本章の位置づけ・記載事項 

・第一次計画から継続して、土地利用に関する方向性を定めてきました。 

・第四次計画においては、策定時期を同じくして土地利用に関する個別計画である「まちづくり基本計画」の策定が進められ、まちづくり基本計画と連動した内

容となっています。 

・土地は町民生活や経済活動の共通基盤となり、都市機能のあり方や町域の均衡ある利用を図るなど、土地利用は町の将来像の実現に向けた重要な構成要素とな

ることから、最上位の計画への位置づけが必要となります。 

 

第四次総合計画 

 

第五次総合計画での考え方 

 

第五次総合計画 

まちづくりに向けて、これまで築き上げてきた良好な

居住空間など、地域ごとの特性を生かし、豊かな自然環境

と共生した土地利用を進めていくための方向性を示すも

のとして、次のようなゾーンに区分します。 

 

■ 自然環境ゾーン 

■ 文化レクリエーションゾーン 

■ 市街地ゾーン 

■ 土地利用構想図 

  

 

○策定時期を同じくして土地利用に関する個別計画で

ある「まちづくり基本計画」の策定が進められてお

り、まちづくり基本計画の全体構想と連動した内容

とします。 

○第四次総合計画基本構想の土地利用構想図は、まち

づくり基本計画の全体構想の策定前に定めたもので

あるため簡易なものとなっているが、第五次総合計

画ではまちづくり基本計画の素案が同時期に策定さ

れるため、より詳細な内容を示すこととします。 

まちの将来像の実現に向け、都市機能のあり方や町域の均衡

ある発展を図るための土地利用の方向性を示すものです。 

土地利用構想については、地形的にコンパクトである市街化

特性を生かすとともに、現在の環境を将来にわたり持続してい

くため、自然資源や田園資源のゾーニングを行っていきます。 

また、都市圏連携と円滑な都市活動、歴史的な背景による都

市軸や環境軸を位置付けながら都市間、地域間ネットワークや

防災力の強化を進めていくとともに、大磯、国府の２つの都市

機能、みどりや交流といった既存資源を生かした拠点を配置す

ることで、持続可能なまちづくりをめざします。 

 

■将来都市構造図 

 
 

 

 

社会経済情勢 

 

町民の意見 

○次期まちづくり基本計画（Ｒ３～）の策定 ※次期まちづくり基本計画策定において集約 

 

土地利用に関する個別計画である「まちづくり基本計

画」の策定が進められていたが、先行して総合計画基本

構想を定めたため、基本構想策定当時のまちづくり基本

計画の考えと連動した内容となっている。 


